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 報告事項１  令和７年度事業報告書の件  

 

令和７年度事業報告書 
 

自  令和７年４月 １日 

至  令和８年３月３１日 

 

Ⅰ．概 況 

 

公益社団法人として 13 年目の今事業年度も、法人会の理念である「税のオピニオンリーダーと

して企業の発展を支援し、地域の振興に寄与し、国と社会の繁栄に貢献する」を踏まえ、公益的な

事業活動の一層の推進に取り組み、計画した事業を遂行した。 

 

 １．組織の充実 

会員増強については、昨今の厳しい経済、経営状況もあり、目標は未達であった。 

２．広報活動 

地域社会に法人会の認知度を高めるため、ホームページの充実を図り、広報活動を行った。 

 

 

Ⅱ．主な事業活動 

【公益関係】 

１．租税教育事業  

 

（１）租税教室 

実施日 事 業 名 事 業 内 容 会 場 人 数 

令和 7年 

 5月27日 

女性部会租税教室 税金の説明 

グループディスカッション 

福井小学校 児童 11名 講師 1名 

 6月 6日 女性部会租税教室 税金の説明 

グループディスカッション 

五箇小学校 児童 11名 講師 2名 

6月18日 青年部会・女性部会 

租税教室 

税金の説明 

グループディスカッション 

有木小学校 児童 6名 講師 2名 

6月20日 青年部会・女性部会 

租税教室 

税金の説明 

グループディスカッション 

西郷小学校 

2クラス 

児童 63名 講師 2名 

7月 3日 青年部会・女性部会 

租税教室 

税金の説明 

グループディスカッション 

中条小学校 児童 10名 講師 2名 

 

（２）税の啓発マンガ本の贈呈 

   マンガ本『おじいさんの赤いつぼ』『税金クイズ』を媒体として、啓発活動を展開。 

小学校に配付。 

 

（３）税の下敷き 

   租税教育の醸成と地域社会貢献を目的としたもので、四谷法人会青年部会が制作したものをその 

   主旨に賛同し小学校の租税教室時に無料配付。  

 

 



2 

 

（４）租税教育推進協議会事業 

   小学６年生を対象に、租税教育推進協議会と共催で『絵はがきコンクール』を実施。応募総数は 

   １４０点。女性部会員で展示準備支援。「絵はがきコンクール審査会」に審査員として参加。各 

賞の他、隠岐法人会会長賞を選出し表彰。 

 

２．税の広報活動 

 

  （１）全国法人会総連合発刊『ほうじん』の無料配付 

法人会事業活動の広報をはかり、経営、税制、税務等、知識の向上に資するため、季刊号を全 

     会員に無料配付。 

 

（２）ＨＰにバナーを添付 

    税務当局の広報広聴事務に賛同し、税を考える週間・年末調整時に向けて“国税庁リンク広報 

    用バナー”を確定申告期に“インターネット広報用のバナー”を設定。その他、必要に応じ、 

各種情報・お知らせをホームページ上で提供した。 

 

（３）e-Tax・ダイレクト納付の利用推進 

 

３．税の調査研究及び社会への提言事業 

 

（１）全国大会での税制改正提言の主旨採択への参加 

10月 16日に全国大会「高知大会」に当会から１名が参加。 

税制改正提言の主旨に賛同し、採択に参加。 

 

（２）税制アンケートを役員へ配付し、取りまとめを行う。 

 

  （３）令和 7年度税制改正要望書を提出。 

 

（４）全国女性フォーラムへの参加 

9月 18日に開催された「全国女性フォーラム・北海道大会」に当会から 2名が参加。 

租税教育や教育問題等について意見交換並びに議論を行う。 

 

  （５）全国青年の集いへの参加 

     11月 21日に開催された「全国青年の集い・山梨大会」に当会から 3名が参加。 

租税教育活動・地域社会貢献活動の推進に賛同 

 

  （６）提言活動  

     隠岐の島町、海士町、西ノ島町、知夫村に税制改正に関する提言活動を行った。 

 

４．地域社会への貢献を目的とする事業 

 

  （１）令和 7年度事業計画に基づき、次のような税の研修会を実施。 

実施日 事 業 内 容 会 場 人 数 

11月19日 税の研修会（午前・午後） 

 ・年末調整説明会 

    年調減税事務の概要・質疑応答 

    講師：西郷税務署 上席国税調査官 出井里美 氏 

隠岐の島町 

商工業振興センター 

 

61名 
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（２）参考図書の配付 

     全法連の斡旋による「令和 7年度版 会社取引をめぐる税務Ｑ＆Ａ」「令和 7年度税制改正のあ 

らまし」「令和 7年度版 源泉所得税 実務のポイント」を配付。 

 

（３）「会社役員のための確定申告実務ポイント」を配付 

     全法連が発行している「令和 7年分 会社役員のための確定申告実務ポイント」を配付。 

 

 （４）節電活動「いちごプロジェクト」に参加 

     各企業・家庭に 15％の節電を訴え、女性部を中心にＰＲ活動を展開。節電チェックシートを盛 

り込んだパンフレットや推進グッズとなるうちわを配付した。 

  

（５）島まつり・夏まつり等へ支援・参加 

     地域社会の一員として、地域の方とのふれあいを大切にしながら、まつりの保護、伝承、活性 

     化に協賛し積極的に参加。今年度は隠岐の島町主催のいきいきまつりに出店。 

 

 【共益関係】 

１．会員の交流に関する事業 

 

（１）会員増強活動 

    ①純増１を目標に 9月～12月の増強月間に新設法人の加入促進を行った。 

その結果、加入率は 37.5％であった。  

  ②会員等の加入状況 

                             令和 8 年 3 月末現在 

 親会 青年部会 女性部会 

期 首 155 社  8 社  11 社  

入 会 1 社  4 社  0 社  

退 会 4  社  0 社   0 社  

期 末 152 社  12 社  11 社  

 

（２）会員支援事業 

【開催中止】隠岐島親睦チャリティーゴルフコンペ 

     例年開催しているチャリティーゴルフコンペは感染症の影響により中止となった。 

 

（３）青年部会・女性部会活動 

①青年部会の活動 

実施日 事 業 内 容 会 場 人 数 

令和 7年 

5月16日 

第 13回年次大会 [報告事項] 

 1.令和 6年度事業報告並びに収支決算書について 

 2.令和 7年度事業計画並びに収支予算書について 

 3.役員改選について 

 4.その他 

  ・租税教室について 

  ・青年の集い「島根大会」について 

味乃蔵 

 

 

6名 

令和 8年 

3月28日 

プログラミング教室《公民館・隠岐青年会議所と共催》 隠岐島文化会館 

青年研修室 

1名 

②女性部会の活動 

実施日   事 業 内 容 会 場 人 数 

令和 7年 第 13回年次大会 [報告事項] 隠岐の島町 6名 
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4月 4日  1.令和 6年度事業報告並びに収支決算書について 

 2.令和 7年度事業計画並びに収支予算書について 

 3.役員改選について 

4.その他 

商工業振興センター 

 

5月 19日 いちごプロジェクト「ゴーヤカーテン」苗配布 事務局 5 名 

9月 8日 税に関する絵はがきコンクール・習字審査会 隠岐の島 

地方合同庁舎 

早川 

部会長 

10月24日 税に関する絵はがきコンクール・習字展示準備 隠岐の島 

地方合同庁舎 

7名 

11月30日 隠岐の島町いきいきまつり 出店 隠岐島文化会館 6名 

 

２．会員の福利厚生事業に関する事業 

 

（１）福利厚生制度の推進 

  ①【開催中止】福利厚生制度連絡協議会 

例年開催している福利厚生制度連絡協議会は感染症の影響により開催中止。 

 

②大型総合保障制度など各種福利厚生制度の推進状況 

 

  ■経営者大型保障制度［大同生命保険株式会社］    令和 8 年 3月末現在 

 

 

  ■ビジネスガード［ＡＩＧ保険会社］                  令和 8年 3 月末現在 

会員数

（社） 
[R7.12] 

新規加入企業数 加入 

企業数 
（社） 

前年比 
（社） 

加入率 
（％） 

収入 

保険料 
（千円） 

前年比 
（％） 目標 

（社） 

実績 

（社） 

達成率 

（％） 

154 3 6 200.0 20 6 12.8 10,757 121.6 

 

  ■がん保険等の個人向け制度［アフラック］                     令和 8 年 3月末現在 

会員数

（社） 
[R7.12] 

がん保険 医療保険 ＷＡＹＳ 収入 

保険料 
（千円） 

前年比 
（％） 

加入 
企業数 
（社） 

前年比
（社） 

加入率 
（％） 

加入 
企業数 
（社） 

前年比 
（社） 

加入率 
（％） 

加入 
企業数 
（社） 

前年比 
（社） 

加入率 
（％） 

154 29 ▲3 18.8 10 0 6.5 3 ▲2 1.9 9,882 85.0 

 

【管理関係】 

１．諸会議 

 （１）総会 

実施日 事 業 内 容 会 場 人 数 

令和 7年 

 6月13日 

第 13回定時総会 

 第 1号議案 令和 6年度財務諸表承認について 

 第２号議案 役員改選について 

 ［報告事項］ 

1.令和 6年度事業報告書の件 

 2.令和 7年度事業計画書の件 

 3.令和 7年度収支予算書の件 

隠岐の島町 

商工業振興センター 

26名 

 

会員数
（社） 

[R7.12] 

加入 
企業数

（社） 

加入率 
（％） 

役員 
企業数 

（社） 

加入役員 
企業数 

（社） 

役員企業 
加入率 

（％） 

収入 
保険料 

（千円） 

前年比 
（％） 

154 40 26.0 17 12 80.0 32,150 93.8 
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（２）理事会 

実施日 事 業 内 容 会 場 人 数 

令和 7年 

 5月20日 

第 38回理事会  

1.令和 6年度事業報告書の承認について 

2.令和 6年度財務諸表の承認について 

3.役員改選について 

4.第 13回定時総会の日程について 

5.その他（報告事項） 

隠岐の島町 

商工業振興センター 

12名 

6月13日 第 39回理事会 

1.会長、副会長の選定について 

 2.代表理事、業務執行理事の選任について 

隠岐の島町 

商工業振興センター 

12名 

令和 8年 

 3月12日 

第 40回理事会 

 1.令和 8年度事業計画（案）及び 

  令和 8年度収支予算書（案）について 

 2.資金調達及び設備投資の見込みについて 

 3.公益目的事業及び収益事業の種類・内容について 

4.健康委員会設置について 

5.看板について 

6.その他（報告事項） 

隠岐の島町 

商工業振興センター 

 

14名 

 

２．各種会議出席 

 （１）県法連 

実施日 事 業 名 会 場 出 席 者 

令和 7年 

5月12日 

県法連青年部第 1回理事会 ホテル一畑 稲葉青年部会長 

 5月12日 県法連青年部連絡協議会第 13回年次大会 ホテル一畑 稲葉青年部会長 

6月 3日 県法連第 1回総務委員会並びに 

第 32回理事会 

松江エクセルホテル東急 5名 

 6月19日 県法連第 13回定時総会 出雲ロイヤルホテル 6名 

6月19日 県法連第 33回理事会 出雲ロイヤルホテル 1名 

7月18日 青年の集い島根大会第 4回実行委員会 松江テルサ 2名 

8月22日 全国青年の集い５県連会議 サンラポーむらくも 2名 

10月 2日 県青連青年部会連絡協議会・研修会 島根ワイナリー 稲葉青年部会長 

10月 2日 青年の集い島根大会第 5回実行委員会 島根ワイナリー 2名 

10月30日 県法連第 2回厚生委員会並びに 

福利厚生制度推進連絡協議会 

松江エクセルホテル東急 徳畑委員長 

12月 8日 青年の集い島根大会第 6回実行委員会 松江テルサ 2名 

令和 8年 

2月19日 

青年の集い島根大会第 7回実行委員会 島根県労働者福祉協議会 2名 

3月18日 県法連第１回組織委員会 ホテル武志山荘 赤沼委員長 

3月26日 県法連第 2回総務委員会並びに 

第 34回理事会 

ホテル一畑 3名 

3月26日 県法連第 31回役員研修会 ホテル一畑 4名 

 

（２）全法連 

実施日 事 業 名 会 場 出 席 者 

令和 7年 

7月23日 

全法連第 1回厚生委員会 明治記念館 徳畑委員長 
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 9月18日 第 19回法人会 

全国女性フォーラム「北海道大会」 

札幌パークホテル 2名 

10月16日 第 41回法人会 全国大会「高知大会」 高知県立県民文化ホール 横地副会長 

11月21日 第 39回法人会  

全国青年の集い「山梨大会」 

アイメッセ山梨他 3名 

令和 8年 

1月26日 

第 41回事務局セミナー ハイアットリージェンシ―東京 

（オンライン参加） 

事務局 

2月12日 全法連第 2回厚生委員会 全法連会館 徳畑委員長 

 

（３）その他 

実施日 事 業 名 会 場 出 席 者 

令和 7年 

6月24日 

隠岐島租税教育推進協議会 隠岐の島町合同庁舎 

１階会議室 

早川女性部会長 

6月17日 隠岐の島町雇用対策協議会総会 隠岐の島町商工業振興センター 齋藤会長 

令和 8年 

1月16日 

隠岐水産高校「課題研究」生徒実践発表会 隠岐島文化会館 齋藤会長 

 

Ⅲ．付属明細書  

 令和７年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第 34条第 3項に規

定する付属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在しないので作成しない。 


